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寄　　稿

Ⅰ　はじめに
　日本経済は、大規模な金融緩和による低金利

や円安を追い風として輸出企業を中心に業績が

回復するとともに、平成29年平均の有効求人倍

率が統計開始以来２番目に高い1.50倍に達し、

景気の回復期間は高度経済成長期の「いざなぎ

景気」を超えたとされております。

　しかしながら、「経済の好循環」が、地方ま

で広がっているとは言い難い状況にあり、若者

の首都圏への流出により、東京一極集中に依然

として歯止めがかかっていないほか、地域産業

の担い手不足や都市との賃金格差の拡大が顕在

化してきております。

　本県においては、昨年４月に人口が100万人

を割り込み、今後も当面の人口減少は避けられ

ない状況にあることから、地域経済の規模の縮

小や地域活力の低下など、人口減少に伴う様々

な課題に向き合いながら、克服に向けた取組を

強力に推進していく必要があると考えておりま

す。

　平成30年度からスタートした「第３期ふる

さと秋田元気創造プラン」では、「人口減少の克

服」を最重要課題に位置づけるとともに、今後

４年間で重点的に推進する政策を６つの戦略と

して体系化し、県内産業の「稼ぐ力」の向上と

質の高い雇用の創出や、交流人口の拡大と交通

基盤の充実、健康で安心な生活の実現と未来を

支える人づくりに集中的に取り組むことによ

り、人口減少に少しでも歯止めをかけるととも

に、県民が豊かさを実感しながら、生き生きと

暮らすことができる「ふるさと秋田」を目指し

ていくこととしています。

Ⅱ　平成30年度一般会計当初予算の概要
１　予算の特徴
　「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」の初

年度となる平成30年度秋田県一般会計当初予

算は、「秋田の未来につながるふるさと定着回

帰戦略」など、プランに掲げた６つの重点戦略

に基づく施策・事業を中心に予算を編成し、総

額5,803億円（肉付けとなる対前年度６月補正

後比1.4％減）となっております。

　特に、本県の最重要課題である人口減少や、

顕在化している労働力不足の克服に向け、あら

ゆる産業分野において「第４次産業革命による

イノベーション」や「働き方改革」を推進し、

産業・就業構造の変革に対応するとともに、女

性・若者に魅力ある雇用の場の創出、結婚・子

神　部　秀　行
（秋田県総務部次長、前総務部財政課長）

寄
稿

「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」の
推進に向けて

～平成30年度秋田県一般会計予算の概要等～

あきた経済4月号_h.pdf   18 2018/04/07   10:50:18



あきた経済 2018.4 17

寄　　稿

育て支援の充実、農業の複合型生産構造への転

換やインバウンドを含めた交流人口の拡大等、

社会減や自然減に歯止めをかける「攻め」の取

組を加速させることとしています。

　また、豪雨災害からの復旧や防災・減災対策

を引き続き重点的に推進するとともに、「健康

寿命日本一」に向けた県民運動、将来を担う人

材の育成など、人口減少下にあっても安心して

暮らすことができる地域社会を実現する「守り」

の取組についても着実に推進してまいります。

　歳入では、主要な財源である地方交付税が前

年度を下回る見込となる一方、歳出では、公債

費や社会保障関係経費の高止まりに加え、公共

施設やインフラの維持管理経費が増加するな

ど、厳しい財政状況となりましたが、プライマ

リーバランスの黒字や財政２基金の一定の残高

確保を図り、将来の負担を拡大させることのな

いよう財政規律の維持に努めました。

２　予算の構成
（１）歳入
　県税や地方交付税など、使途の特定されてい

ない一般財源は、3,765億円で歳入全体の

64.9％、国庫支出金や県債など、使途が特定

されている特定財源は、2,038億円で歳入全体

の35.1％となっています。

　主な歳入の状況は次のとおりです。

■県税 916億円
　軽油引取税、地方消費税の増などにより、

対前年度６月補正後比0.7億円、0.1％の増

加を見込んでいます。

■地方交付税 1,915億円
　国の地方財政対策、算定基礎となる人口等

を総合的に勘案して推計し、対前年度６月補

正後比38億円、2.0％の減少、臨時財政対策

債を含めた実質的な地方交付税（2,158億円）

では、53億円、2.4％の減少を見込んでいま

す。

■国庫支出金 725億円
　土地改良事業や災害復旧関連事業に係る国

庫補助金の増などにより、対前年度６月補正

後比55億円、8.2％の増加を見込んでいます。

■繰入金 190億円
　財政調整基金及び地域活性化対策基金から

の繰入れの減などにより、対前年度６月補正

後比64億円、25.0％の減少となります。

プライマリーバランス（ＰＢ）とは？
　長期借入金にあたる県債発行額を除いた歳入と、返

済金である県債の元金償還額以外の歳出とのバラン

スを見るもので、前者が多い場合（ＰＢが黒字の場合）

には、公債費を除く経費について、借入に依存せずに

賄えていることになる。

財政２基金とは？
　財政調整基金及び減債基金を指し、機動的・安定的

な財政運営のため、本県では300億円台の確保を目安

としている。

臨時財政対策債とは？

　国で地方交付税として交付すべき財源が不足した

場合に、地方交付税の代替財源として、地方公共団体

が発行することができる地方債。臨時財政対策債の元

利償還金相当額については、その全額が後年度に地方

交付税として措置される。
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■諸収入 612億円
　制度融資の貸付金元利収入の減などによ

り、対前年度６月補正後比135億円、18.0％

の減少となります。

■県債 761億円
　土地改良事業や災害復旧関連事業の増など

により、対前年度６月補正後比85億円、

12.5％の増加となります。

　この結果、当初予算編成時のプライマリー

バランスは、155億円の黒字であり、当初予

算編成時での黒字確保は、平成23年度以降、

８年連続となっています。

（県債残高の推移）

（一般会計歳入予算構成比）

（２）歳出
　歳出を性質別に分類すると、歳入の状況にか

かわらず支出しなければならない義務的経費

（人件費、公債費、社会保障関係経費）は、3,144億

円で歳出全体の54.2％、公共事業等の投資的

経費は、1,098億円で歳出全体の18.9％をそれ

ぞれ占めています。

　主な歳出の状況は次のとおりです。

■人件費 1,400億円
　職員数の減少に伴う給与費の減などによ

り、対前年度６月補正後比21億円、1.5％の

減少となります。

■公債費 1,016億円
　臨時財政対策債等の元金償還の増などによ

り、対前年度６月補正後比２億円、0.2％の増

加となります。

制度融資とは？

　中小企業や個人事業主を支援するため、銀行などが

窓口となり、自治体から預かる預託金を用いて融資を

行うもの。

（億円） 臨時財政対策債以外 臨時財政対策債

（年度）
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※28年度までは実績、29年度は見込、30年度は当初予算ベース

9,912 9,609 9,294 9,020 8,707 8,466 8,267 8,097 8,184 7,991

12,499 12,743 12,798 12,845 12,834 12,812 12,724 12,582 12,729 12,514

2,587 3,134 3,504 3,825 4,127 4,346 4,457 4,485 4,545 4,523

歳　入
5,803億円

県税
916億円
（15.8％）

地方交付税
1,915億円
（33.0％）

繰入金
29億円
（0.5％）

その他
100億円
（1.6％）

県債
（臨時財政対策債）

243億円
（4.2％）

その他
662億円
（11.4％）

国庫支出金
690億円
（11.9％）

諸収入
569億円
（9.8％）

特定財源
2,038億円
（35.1％） 一般財源

3,765億円
（64.9％）

繰入金
161億円
（2.8％）

県債
518億円
（9.0％）
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■社会保障関係経費 728億円
　国民健康保険財政安定化基金積立事業の減

などにより、対前年度６月補正後比11億円、

1.5％の減少となります。

■公共事業 906億円
　土地改良事業や災害復旧関連事業の増など

により、対前年度６月補正後比126億円、

16.2％の増加となります。

■一般行政経費 1,561億円
　制度融資に係る預託金の減などにより、対

前年度６月補正後比156億円、9.1％の減少と

なります。

（一般会計歳出予算性質別構成比）

　一方、歳出を行政目的別に分類すると、教育

費1,056億円（構成比18.2％）、民生費781億

円（同13.5％）、土木費638億円（同11.0％）、

商工費624億円（同10.8％）、などとなってい

ます。

（一般会計歳出予算目的別構成比）

３　主要施策の概要
（１）「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」
の推進

【戦略１】秋田の未来につながるふるさと定着
回帰戦略

〈若者の県内定着・回帰と移住の促進による
秋田への人の流れづくり〉
①首都圏新卒者向け県内就職促進事業

15百万円
　首都圏新卒大学生をターゲットに、県内就職

に向けた情報提供や意識醸成等を実施

②県内就職者奨学金返還助成事業 64百万円
　県内就職する新卒者及びＡターン者を対象

（公務員等を除く）に奨学金返還助成を実施

歳　出
5,803億円

人件費
1,400億円
（24.1％）

公債費
1,016億円
（17.5％）

国直轄事業負担金
97億円
（1.7％）

その他投資的経費
192億円
（3.3％）

投資的経費
1,098億円
（18.9％）

義務的経費
3,144億円
（54.2％）

その他の経費
1,561億円
（26.9％）

その他
333億円
（5.7％）

社会保障関係経費
728億円
（12.6％）

公共事業
809億円
（13.9％）

補助費等
701億円
（12.1％）

貸付金
527億円
（9.1％）

（注）端数処理により、内訳と合計が一致しない場合がある。

歳　出
5,803億円

民生費
781億円
（13.5%） 労働費

13億円
（0.2%）

衛生費
153億円
（2.6%）

公債費
1,017億円
（17.5%）

総務費
255億円
（4.4%）

農林水産業費
516億円
（8.9%）

商工費
624億円
（10.8%）

土木費
638億円
（11.0%）

警察費
267億円
（4.6%）

教育費
1,056億円
（18.2%）

その他
483億円
（8.3%）

Ａターン

　秋田県へのＵターン、Ｊターン、Ｉターンの総称

で秋田出身の方もそれ以外の方も秋田に来てほしい

との願いを込めて、オールターン（ALL Turn）のＡと、

秋田（Akita）のＡをかけた言葉。
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③移住総合推進事業 132百万円
　移住希望者の多様なニーズに対応した移住施

策を展開するため、市町村や民間団体等、多様

な主体と連携した仕事や働き方・暮らし等まで

含めた移住情報の発信、相談体制を充実

〈結婚や出産、子育ての希望をかなえる全国
トップレベルのサポート〉
①出会い・結婚支援事業 32百万円
　あきた結婚支援センターの利便性を向上させ

るため、県内に出張センターを設置

②すこやか子育て支援事業 1,091百万円
　子育てにかかる経済的負担の軽減を図るため、

乳幼児の保育料等に対する助成を拡大するほ

か、新たに第３子以降が生まれた世帯に対し、

未就学期間に一時預かり等の利用料を助成

③福祉医療費等助成事業 1,113百万円
　子育てにかかる経済的負担の軽減を図るため、

乳幼児及び小中学生の医療費に対し助成

④あきた安全安心住まい推進事業 182百万円
　子育て世帯における住宅の増改築・リフォー

ムに係る工事に対し助成

〈女性や若者の活躍推進とワーク・ライフ・
バランスの実現〉
① 男女イキイキ働きやすい職場づくり推進事業

24百万円
　女性の活躍推進とワーク・ライフ・バランス

の実現に向けて、経済団体との連携により女性

活躍や仕事と育児・家庭の両立支援に取り組む

企業を支援

②女性活躍・ワークライフバランス推進事業
13百万円

　女性の活躍推進とワーク・ライフ・バランス

の実現に向けて、官民一体となり全県的な気運

の醸成を図るとともに、市町村が地域の実情に

応じて行う取組を支援

〈活力にあふれ、安心して暮らすことができる
地域社会づくり〉
① 地域の元気パワーアップ事業 11百万円
　将来の地域づくりリーダーを育成するほか、

地域づくり団体等の情報共有を図るとともに、

若者等による交流人口の拡大が期待できるイベ

ント等を支援

平成30年度拡充内容
・新たに第２子以降が生まれた場合、第２子以降の保

育料を全額助成（一定基準所得以内の世帯）

・新たに第３子以降が生まれた場合、一定基準所得を

超える世帯（年収約930万円以上の世帯を除く）に

対し、第２子以降の保育料を半額助成

・新たに第３子以降が生まれた世帯に対し、未就学期

間に一時預かり等の利用料を助成（15千円／世帯

（上限額））

対　　象 補助率 限度額

多子世帯
（子ども２人以上）

20% 40万円

空き家購入
（子ども１人以上）

30% 60万円
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②ＧＢビジネスでっけぐ進化事業 10百万円
　地域資源を活用したＧＢビジネスにおける販

路拡大とマーケットニーズに応じた商品開発を

支援するとともに、地域連携による共同出荷体

制の強化を推進

③ 優良建築物等整備事業
 （秋田市中通七丁目地区）　16百万円
　中心市街地における、にぎわい創出の核とな

る民間施設の整備を支援する市町村に対し助成

【戦略２】社会の変革へ果敢に挑む産業振興戦略
〈成長分野の競争力強化と中核企業の創出・育成〉
① 航空機システム電動化研究推進事業
 10百万円
　将来の産業化を視野に、産学官が連携して世

界的潮流である航空機制御システムの電動化に

関する研究開発を実施

②　デジタルテクノロジーの活用促進を通じた
イノベーションの創出 20百万円
　ＩｏＴ、ＡＩ等の先進デジタルテクノロジー

を活用できる人材の確保・育成や、県内企業に

おけるモデル導入支援等を通じ、県内産業のデ

ジタルイノベーションを促進

③ 科学技術振興ビジョン推進事業 ５百万円
　本県の人口減少・高齢化に起因する課題等に

ついて、科学技術の効果的活用により解決を目

指し、地域の未来に貢献する研究開発を支援

〈中小企業・小規模企業者の活性化と生産性向上〉
① 先進技術の活用等を促進する新たな中小企
業支援　 160百万円
　中小企業者のＩＣＴ等の活用による競争力強

化や自社の強みを生かした新規性の高い取組を

支援

② 小規模企業者元気づくり事業 33百万円
　小規模企業者に対し、商工団体や専門家のサ

ポートにより販路開拓や先進技術導入等の取組

を支援

③あきた起業促進事業 49百万円
　起業時経費助成や、女性や若手起業家の事業

拡大に向けた集中支援等、起業家意識の醸成か

ら起業後のフォローアップまで、切れ目ない支

援を実施

ＧＢ…じっちゃん、ばっちゃん

でっけぐ…秋田の方言で「大きく」の意

（「京北スーパー秋田県フェア」での店頭試食
販売の様子）　　　　　　　　　　　　　
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〈国内外の成長市場の取り込みと投資の促進〉
①あきた企業立地促進助成事業 3,229百万円
　企業立地を促進し、雇用の創出を図るため、

工場等の新増設に伴う設備投資等に要する経費

に対し助成

②県内企業海外展開支援事業 33百万円
　海外展開に取り組む県内企業に対し、ノウハ

ウの習得支援や商談機会の提供、初期投資を軽

減するための経済的な支援を実施

③ いま若者に伝えたい企業の魅力発信事業
 １百万円
　首都圏の若者による、ＳＮＳを用いた魅力あ

ふれる県内企業の情報発信を通じ、県内出身の

大学生や第二新卒者等の県内回帰を促進

〈産業人材の確保・育成と働きやすい環境の整備〉
① 働き方改革推進事業 54百万円
　県内事業所における働き方改革に向けた取組

を推進するため、企業向けのセミナー開催や課

題解決のための集中支援等を実施

② 戦略産業人材獲得支援事業 ７百万円
　県内の輸送機産業等の重点戦略企業による専

門人材の獲得を促進するため、民間人材紹介会

社を介し、本県への移住を伴う形で県外人材を

雇用した場合、給与等の企業が負担した経費の

一部を助成

③秋田県建設産業担い手確保育成センター事業
 25百万円
　建設産業団体や教育・訓練機関等と連携し、

建設産業の広報・マッチングや女性活躍、人材

育成等を推進

【戦略３】新時代を勝ち抜く攻めの農林水産戦略
〈秋田の農林水産業を牽引する多様な人材の
育成〉
①次代につなぐ集落営農構造再編推進事業
 10百万円
　集落型農業法人の経営体質強化や人材確保に

よる次代への円滑な経営継承を図るため、法人

間の連携・統合など構造再編の取組等を支援

②ウェルカム秋田！移住就業応援事業
 55百万円
　農林水産業等への就業を希望する移住希望者

に対する情報提供、体験研修、技術指導等の実施

〈複合型生産構造への転換の加速化〉
①メガ団地等大規模園芸拠点育成事業
 758百万円
　複合型生産構造への転換を加速し、野菜や花

き等の産出額を飛躍的に増大させるため、本県

の園芸振興をリードする大規模団地を整備

②秋田のしいたけ販売三冠王獲得事業
 642百万円
　京浜地区の中央卸売市場（東京都中央・横浜

市中央・川崎市中央）におけるしいたけの販売

量、販売額及び販売単価の日本一達成に向けた、

生産体制の整備や販売促進等を支援
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③ 比内地鶏大規模モデル経営体育成事業
 24百万円
　比内地鶏生産の大規模化を目指す担い手の施

設整備に対し助成

〈秋田米の戦略的な生産・販売と水田フル活用〉
① 秋田米をリードする新品種デビュー対策事業
 34百万円
　水稲極良食味新品種について、平成34年度の

市場デビューに向け、栽培地や栽培方法等の検

討を進めるとともに、ＰＲ戦略立案のためのブ

ランディング調査等を実施

② 未来を拓く稲作イノベーション推進事業
 ８百万円
　実需者が求める多収性品種の栽培方法を確立

するとともに、新たな栽培技術の普及やＩＣＴ

を活用した将来普及が見込まれる高品質・低コ

スト生産技術を実証

③　秋田から醸す酒米生産拡大事業 ４百万円
　純米酒等の消費の伸びを県産米の生産拡大に

つなげるため、新品種（秋田酒120号、121号）

の栽培特性や醸造適性を明らかにするとともに、

県内外での需要拡大を図る

〈農林水産物の高付加価値化と国内外への
展開強化〉
①首都圏等への売り込み強化と輸出の促進
 45百万円
　マーケットインの視点を重視した首都圏や海

外に対する県産農産物の流通・販売体制の構築

や、農業者等の販路開拓を支援

〈「ウッドファーストあきた」による林業・ 
木材産業の成長産業化〉
①東京オリンピック・パラリンピック需要を契
機とした秋田スギフロンティア事業
 39百万円
　秋田スギの市場を開拓するため、鉄骨部材と

の複合など新たな木質部材の生産に向けた検討

やモデル施設の建設支援等を実施

② 新時代を見据えた秋田スギ流通システム 
構築事業 11百万円
　県内の素材生産企業と木材加工企業の木材需

給のミスマッチを解消するため、ＩＣＴを活用

した木材クラウドの開発を支援し、立木情報の

共有化を図る

事業タイプ 市町村名 件数 主な整備内容

大規模団地
育成　　　

八峰町峰浜 1 発生棟２棟ほか

由利本荘市大内 1 パイプハウス６棟、パックセンター１

大仙市内小友 1 パイプハウス６棟

美郷町畑屋 1 菌床製造棟１、パックセンター１

横手市平鹿町ほか 5 ドームハウス８棟、菌床製造施設１、
培養施設１棟、パイプハウス11棟ほか

経営発展　
加速化　　

八峰町、仙北市、
美郷町 3 パイプハウス６棟ほか

生産・品質
向上　　　

横手市、羽後町
ほか　５市町 16 パイプハウス13棟ほか

○大規模団地育成タイプ（販売額１億円団地等）

補助率：国１/２、県１/５または１/２

○経営発展加速化タイプ（販売額１千万円目標の経営体）

補助率：国１/２または県１/２

○生産・品質向上タイプ（販売額向上を図る経営体）

補助率：県１/３

販売三冠王

　販売量2,800トン、販売額35億円、販売単価1,200円/kg

キープで日本一！
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〈つくり育てる漁業と広域浜プランの推進に
よる水産業の振興〉
①水産振興センター栽培漁業施設整備事業
 670百万円
　「第７次栽培漁業基本計画」に基づく栽培漁

業を推進するため、水産振興センターの施設を

整備

②ハタハタ資源対策強化事業 13百万円
　急減しているハタハタ資源量の回復を図るた

め、漁業者と連携して行う対策を強化

③全国豊かな海づくり大会推進事業 52百万円
　平成31年秋に本県で開催される全国豊かな海

づくり大会に向け、開催準備を行うとともに、

県民挙げての大会開催に向けた機運の醸成を図る

〈地域資源を生かした活気ある農山漁村づくり〉
①元気な中山間農業応援事業 355百万円
　条件が不利な中山間地においても一定の農業

所得を確保できるよう、地域資源を活用した特

色ある農業や食ビジネスの展開を市町村と一体

となって支援

【戦略４】秋田の魅力が際立つ　人・もの交流
拡大戦略

〈地域の力を集結した「総合的な誘客力」の強化〉
①インバウンド誘客集中プロモーションの展開
 538百万円
　海外からの観光誘客を促進するため、受入環

境の整備を進めるほか、デジタルコンテンツを

活用した情報発信やチャーター便の誘致等、重

点市場（台湾、韓国、タイ、中国、香港）に対

する集中的なプロモーションを実施

②　選ばれる観光拠点づくり総合対策事業
 98百万円
　国内外からの誘客を拡大するため、民間事業

者が行う、体験型コンテンツの実施に必要な施

設整備や、旅の満足度を高める高質な宿泊施設

の整備を支援

③秋田犬の里魅力アップ促進事業 38百万円
　国内外で知名度の高い「秋田犬」を活用した

秋田内陸線のイメージアップや、県内空港等の

利用を促進する旅行商品の造成を支援

〈「食」がリードする秋田の活性化と誘客の推進〉
①クールアキタ食の輸出拡大支援事業
 19百万円
　日本酒をはじめとする県産品の輸出拡大を図

るため、民間事業者等と連携し、台湾及びパリ

において、商談会の開催や展示会等のプロモー

ションを実施

②秋田の日本酒プロジェクト推進事業
 17百万円
　県内酒造業の振興と日本酒の販路拡大を図る

ため、高品質化技術の確立や生産拡大に資する

設備投資へ支援

（秋田内陸線の車内ラッピングの様子）
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③　秋田米の加工利用促進事業 ３百万円
　本県における米加工の振興に関する方向性を

明らかにするため、生産者、加工業者及び販売

業者と連携して調査・検討を実施

〈文化の発信力強化と文化による地域の元気
創出〉
①文化による地域の元気創出事業 106百万円
　「新・秋田の行事」の開催や地域の文化創造

につながる取組に対する助成など、文化の力に

より地域の活性化を図る活動に対し支援を行う

とともに、県内外に秋田の文化を発信

② 新時代の地域密着型芸術文化活動促進事業
 19百万円
　県民会館閉館期間における文化団体の発表の

場や鑑賞機会の確保を図るとともに、地域の文

化施設の活用を促進

③県・市連携文化施設整備事業 1,723百万円
　平成33年度中の開館に向け実施設計を進め

るほか、現県民会館の解体工事や施設の運営管

理計画を策定

〈「スポーツ立県あきた」の推進とスポーツに
よる交流人口の拡大〉
①ＦＩＳワールドカップモーグル大会開催事業
 56百万円
　田沢湖スキー場において、ＦＩＳ（国際スキー

連盟）主催のワールドカップモーグル大会を開

催し、本県の魅力を世界に発信するとともに、

県内スキー競技のレベル向上を図る

② バドミントンマスターズ大会開催支援事業
 41百万円
　秋田市を会場に行われる（公財）日本バドミ

ントン協会主催のバドミントン国際大会の開催

を支援

③ 2020ホストタウン推進事業 20百万円
　県内各ホストタウンと連携し、海外代表チー

ムの合宿受入等のスポーツ交流事業を行い、ス

ポーツ振興や国際交流の促進、交流人口の拡大

等を図る

新・秋田の行事

　秋田県を代表する伝統芸能が一堂に会する新たな

伝統芸能の祭典。H30年度は、角館祭りのやま行事、

土崎神明社祭の曳山行事、花輪祭の屋台行事が参加

を予定している。

（県・市連携文化施設の完成イメージ）

日本開催の大会（2018） 開催地 出場資格
（世界ランキング）

ジャパンオープン2018 東京都 32位以上

ジャパンマスターズ2018 秋田県 64位以上

大阪インターナショナル
チャレンジ2018 大阪府 65位以下
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④　八橋陸上競技場整備支援事業 317百万円
　ブラウブリッツ秋田のＪ２クラブライセンス

の取得に向け、秋田市が行う八橋陸上競技場の

改修に対し助成

⑤ 新スタジアム整備構想策定事業 ５百万円
　新たなスタジアムの建設主体や場所など、整

備構想を策定するため、ホームタウンや関係団

体、県からなる「新スタジアム整備構想策定協

議会（仮称）」を設置

〈県土の骨格を形成する道路ネットワークの
整備〉
①「道の駅」まちづくり拠点形成推進事業
 ７百万円
　道の駅の機能強化や新たな個性創出のための

実施計画を支援

〈交流の持続的拡大を支える交通ネットワー
クの構築〉
①奥羽・羽越新幹線整備促進事業 12百万円
　奥羽・羽越新幹線の整備促進に向け、気運の

醸成を図るほか、沿線県と連携して実現可能性

の高い整備手法等を研究

②生活バス路線等維持事業 205百万円
　市町村に対し生活バスの運行経費等を助成す

るほか、地域における公共交通再編の取組等を

支援

【戦略５】誰もが元気で活躍できる健康長寿・
地域共生社会戦略

〈健康寿命日本一への挑戦〉
①「あきた健康宣言！」推進事業 42百万円
　生涯にわたって元気で健やかに暮らせる「健

康寿命日本一」を目指し、各種メディアを活用

した取組の紹介、普及や健康づくり人材の育成

等、健康づくり県民運動を展開

② たばこによる健康被害予防推進事業
 ４百万円
　喫煙率の低減や受動喫煙を防止する取組を推

進し、たばこを原因とする生活習慣病を予防

〈心の健康づくりと自殺予防対策〉
①心はればれ県民運動推進事業 79百万円
　全国に比べ自殺率の高い若年層の自殺対策や

身体疾患を原因とする自殺対策に新たに取り組

む等、民・学・官の連携による自殺予防対策を

強化

ブラウブリッツ秋田

　2014年にＪ３リーグに参入した秋田県のプロサッ

カーチーム。2017年にはＪ３参入後初優勝を果たし

ている。

　上記は、「健康寿命日本一！」への挑戦を進めるに

当たり作成したロゴマーク。

　秋田県をシンボル化したマークで、男鹿半島を見立

てた手に、健康を象徴するハートを持たせている。
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〈医療ニーズに対応した医療提供体制の整備〉
①地域医療従事者医師修学資金等貸与事業
 355百万円
　県内の公的医療機関等に医師として勤務しよ

うとする医学生等に修学資金等を貸与

②総合地域医療推進学講座設置事業 30百万円
　地域医療の向上と県民の健康増進を図るため、

総合医の養成とその他の地域医療に関する医師

の地域・診療科偏在の解消等を研究

③ 病院間連携による産科医療体制維持支援事業
 73百万円
　かづの厚生病院の分娩取扱機能が大館市立総

合病院に集約されることに伴い必要な施設設備

整備に対し助成

④地域中核病院ネットワーク参画促進事業
 15百万円
　地域の中核病院が秋田県医療連携ネットワー

クに参画するために必要な機器の設置費用に対

し助成

⑤地方独立行政法人秋田県立病院機構貸付事業
 5,966百万円
　脳血管研究センターにおける脳・循環器疾患

の包括的な医療提供体制の構築に資する施設整

備に要する資金を貸付

〈高齢者や障害者等が安全・安心に暮らせる 
福祉の充実〉
① 「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業
 ７百万円
　地域共生社会の実現に向け、市町村地域福祉

計画の策定等を支援するとともに、県民の地域

福祉活動への参加促進に向けた意識の醸成や、

地域福祉の担い手を養成

②元気で明るい長寿社会づくり事業 39百万円
　高齢者が元気で充実した生活ができる社会の

実現に向けて、介護予防の充実を図る「新しい

総合支援事業」や「生きがいづくりと健康づく

り」を推進

③地域でつなぐ認知症支援推進事業 56百万円
　認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安

心して生活を送れるよう、認知症疾患医療セン

ターの運営支援等、地域で支える体制を構築

④介護人材確保対策事業 90百万円
　深刻な人手不足が懸念される介護人材を確保

するため、未経験者等の介護分野への新規就労

を支援するとともに、介護ロボットのモデル導

入など、職場環境の改善等を図り、職場定着を

促進

⑤ 障害者差別解消推進事業 ６百万円
　障害者に対する理解と配慮を促す環境を整備

するため、障害者差別解消法の普及啓発や県条

（「ねんりんピック」の様子）
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例制定の検討を行うほか、ヘルプマーク・ヘル

プカードの普及を推進

⑥ 秋田県国民健康保険事業 94,060百万円
　平成30年度から、県が国保財政の管理運営及

び市町村国保の効率的な事業運営を支援する制

度に移行

〈次代を担う子どもの育成〉
①子どもの未来応援地域ネットワーク形成支援
事業 11百万円
　地域の関係機関のネットワークを強化すると

ともに、ひとり親等に対する家計相談や高校進

学のための学習支援など、子どもの貧困対策に

係る事業を展開

【戦略６】ふるさとの未来を拓く人づくり戦略
〈自らの未来を主体的に切り拓き、秋田を支える
気概に満ちた人材の育成〉
①未来を拓く！あきたの高校生学び推進事業
 34百万円
　高校生の学習意欲の喚起と、学力の向上を図

るため、進路決定のためのキャリア教育の充実

を図るとともに、多様な人材を活用した授業を

実施

〈子ども一人一人に応じた教育の充実と確かな
学力の定着〉
① 少人数学習推進事業（高等学校）
 111百万円
　現在、小・中学校で実施している県独自の少

人数学級を、新たに高校１年生に導入

②ＡＫＩＴＡ英語コミュニケーション能力強化
事業 144百万円
　世界に通用する実践的英語力を持った次代を

担う人材を育成するため、イングリッシュキャ

ンプの実施など、小中高連携による英語コミュ

ニケーション能力を強化

〈世界で活躍できるグローバル人材の育成〉
①スーパー・グローバル・ハイスクール事業
 ７百万円
　国際的な視野、幅広い教養、問題解決力等を

身につけ、将来的に世界で活躍できるグローバ

ルリーダーを高等学校段階から育成

② アセアン交流促進事業 ３百万円
　経済発展の著しいアセアンを訪問し、今後の

本県産業の発展の可能性を探るとともに、将来

の本県産業界を担う若手人材を育成

〈豊かな人間性と健やかな体の育成〉
①不登校・いじめ問題等対策事業 81百万円
　不登校、いじめ、暴力行為等の問題行動の未

然防止、早期発見、早期解決のため、学校・家

庭・地域社会等が連携した教育相談体制の充実

を図る

○英検取得率（H28）

　中学３年：３級以上　　28.5％（全国２位）

　高校３年：準２級以上　20.6％（全国３位）

○授業における教員の英語使用状況

　中学校：95.5％（全国１位）
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②　第68回全国高等学校スキー大会開催事業
 17百万円
　全国高等学校スキー大会の開催に対し助成

　・平成31年２月　鹿角市花輪スキー場で開催

〈子どもの成長を支える魅力的で良質な学びの
場づくり〉
①比内支援学校整備事業 401百万円
　比内支援学校の現敷地に新校舎等を整備

　・平成34年８月供用予定

②横手高等学校整備事業 95百万円
　横手高等学校の整備に向けた、基本・実施設

計等を実施

③ スクール・サポート・スタッフ配置事業
 37百万円
　教員の負担軽減を図るため、教員をサポート

する非常勤職員を大規模小学校に配置

〈地域社会と産業の活性化に資する高等教育
機関の振興〉
① 私立大学等即戦力人材育成支援事業
 23百万円
　インターンシップの実施等、県内の私立大学・

短期大学・専修学校が実践的な職業教育を通して、

県内産業の即戦力となる人材を育成するととも

に、学生の県内定着を図るための取組を支援

〈地域を元気にする住民参加の学びの場と 
芸術・文化に親しむ機会の提供〉
①読書活動推進事業 11百万円
　店舗や病院などで読書環境の向上に取り組む

読書活動推進パートナーを支援する市町村に対

し助成するほか、県民が本に触れる多様な機会

を提供するとともに、読書の楽しさを発信でき

る人材を育成

②美術館利用促進事業 49百万円
　県立美術館、近代美術館において、特別展を

開催

（２）県民の安全で安心な生活を支える基本政策
①地域防災力の強化 17百万円
　防災訓練や実務研修等を行うほか、「自主防

災アドバイザー」を派遣し自主防災組織の育成

強化を図るとともに、防災拠点となっている

８地域振興局にＷｉ－Ｆｉ環境を整備

②能代産業廃棄物処理センター環境保全対策事業
 129百万円
　汚水処理等の環境保全対策を実施

③ツキノワグマの被害防止対策 42百万円
　狩猟免許取得等に要する経費の一部を助成す

るなど、有害鳥獣捕獲業務に従事する人材を育

成するほか、電気柵設置等のハード対策を実施

④ 狩猟技術訓練施設整備事業 38百万円
　有害鳥獣捕獲における狩猟技術の維持・向上

を図るため、県立総合射撃場クレー射撃場の狩

猟技術訓練施設への転用に向けた測量調査等を

実施

（新校舎の完成イメージ）
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⑤雪対策推進事業 13百万円
　雪による人的被害を防止するため、安全な除

排雪作業の普及啓発や地域において除排雪に取

り組む団体の立ち上げ支援等を実施

⑥動物にやさしい秋田推進事業 559百万円
　人と動物が共生する社会の拠点となる「動物

愛護センター（仮称）ワンニャピアあきた」を

整備（平成31年度中供用開始予定）

⑦あきた安全安心住まい推進事業〈再掲〉
 440百万円
　住宅の増改築・リフォーム等に係る工事に対

し助成

Ⅲ　今後の財政運営
　国の財政再建に向けた議論が進む中で、今後

は地方交付税などの一般財源確保が一層厳しく

なるものと予想されます。

　こうした中にあっても、山積する課題に対応

していくため、各種施策・事業の展開を緩める

ことのないよう、できる限り国等の支援制度を

活用するとともに、民間企業や県民等との協働

をなお一層進めるなど、より知恵を絞り、工夫

をこらしていく必要があります。

　同時に、各年度の収支不足を圧縮するため、

歳出の見直しを徹底するとともに、引き続きプ

ライマリーバランスの黒字を維持しつつ、機動

的、安定的な財政運営を行っていけるよう、一

定額の財政２基金残高を維持してまいります。

　

（動物愛護センター（仮称）ＰＲキャラクター）

はちすけ あきにゃん

○予算概要の詳細については、県のＨＰに掲載されて

います（http://www.pref.akita.lg.jp）。
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